
＜農業普及技術課＞
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新 た な 技 術 の 開 発 ・ 普 及 、 経 営 支 援 に 一 体 的 に 取 り 組 む と と も に 、 危 機
事 象 に 負 け な い 力 強 い 産 地 づ く り を 推 進 し 、 持 続 可 能 な 魅 力 あ る 農 業 を
実 現 し ま す 。

－ 農 業 普 及 技 術 課 －

１ 重 点 目 標

① 多 様 な ニ ー ズ に 対 応 し た 革 新 的 技 術 の 開 発 ・ 普 及
② 攻 め の 農 業 を 進 め る 力 強 い 産 地 づ く り
③ 農 業 経 営 支 援 対 策 の 強 化
④ 危 機 事 象 に 強 い 産 地 づ く り の 推 進

２ 令 和 ６ 年 度 事 業 の 概 要

① 多 様 な ニ ー ズ に 対 応 し た 革 新 的 技 術 の 開 発 ・ 普 及

○ マ ー ケ ッ ト 対 応 型 産 地 競 争 力 強 化 技 術 開 発 事 業 １ ５ ， １ ８ ７ 千 円 【 研 究 企 画 担 当 】
「 儲 か る 農 水 産 業 」 を 実 現 す る た め 、 産 地 競 争 力 強 化 に 直 結 す る 政 策 上 重 要 な 課 題 に 研

究 資 源 を 集 中 す る と と も に 、 技 術 開 発 段 階 か ら 産 地 や マ ー ケ ッ ト の 要 望 を 取 り 入 れ 、 低 コ
ス ト 化 ・ 高 品 質 化 に 向 け た 革 新 的 な 技 術 開 発 を 目 指 す 。

○新 Ｇ ７ 宮 崎 発 ピ ー マ ン 自 動 収 穫 技 術 活 用 事 業 （ 8 0 ㌻ ） ２ ３ ， ９ ９ ７ 千 円 【 普 及 企 画 担 当 】
Ｇ ７ 宮 崎 農 業 大 臣 会 合 で 採 択 さ れ た 「 宮 崎 ア ク シ ョ ン 」 の 実 現 に 向 け 、 農 業 生 産 の イ ノ

ベ ー シ ョ ン に よ り 産 地 を 維 持 拡 大 し 、 持 続 可 能 な 農 業 の 基 盤 を 築 く た め 、 ピ ー マ ン 自 動 収
穫 技 術 に 対 応 し た 栽 培 体 系 を 確 立 す る 。

② 攻 め の 農 業 を 進 め る 力 強 い 産 地 づ く り

○ デ ー タ 分 析 で 磨 く 農 業 経 営 力 強 化 事 業 （ 8 2 ㌻ ） ２ ８ ， ７ ２ ４ 千 円 【 普 及 企 画 担 当 】
燃 料 、 生 産 資 材 の 価 格 高 騰 な ど に よ り 、 農 業 経 営 は 大 き な 打 撃 を 受 け 、 今 後 の 経 営 発 展

へ の 影 響 が 懸 念 さ れ る こ と か ら 、 新 規 就 農 者 の い ち 早 い 経 営 安 定 や 中 小 規 模 層 の 営 農 継 続
・ 発 展 、 法 人 化 等 に よ る 経 営 規 模 の 拡 大 を 後 押 し し 、 産 地 力 の 強 化 に よ る 農 業 産 出 額 の 増
加 を 図 る 。

○ み や ざ き 農 業 Ｄ Ｘ ス タ ー ト ア ッ プ 事 業 （ 8 4 ㌻ ） ７ ， ７ ４ ２ 千 円 【 普 及 企 画 担 当 】
ス マ ー ト 農 業 の 普 及 ・ 定 着 に 向 け 、 デ ジ タ ル デ ー タ を 効 果 的 に 活 用 す る た め 、 農 業 者 の

支 援 を 行 う 指 導 人 材 の 育 成 や デ ー タ の 活 用 、 民 間 企 業 等 と 連 携 し た 技 術 実 証 を 行 う 。
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○ 農 業 用 廃 プ ラ ス チ ッ ク 適 正 処 理 推 進 事 業 （ 8 6 ㌻ ） ８ ， ０ ７ ０ 千 円 【 環 境 保 全 担 当 】
農 業 者 へ の 農 業 用 廃 プ ラ ス チ ッ ク 適 正 処 理 の 啓 発 推 進 や 地 域 排 出 処 理 体 制 支 援 の た め 、

農 業 分 野 に お け る 環 境 保 全 ・ 資 源 循 環 の 強 化 を 図 る 。

○ 持 続 可 能 な み や ざ き グ リ ー ン 農 業 構 築 事 業 （ 8 5 ㌻ ） ６ ６ ， ４ ０ ４ 千 円 【 環 境 保 全 担 当 】
環 境 に や さ し い 持 続 可 能 な 農 業 を 構 築 す る た め 、 減 化 学 肥 料 ・ 減 化 学 農 薬 及 び 高 品 質 ・

多 収 量 に 繋 が る 宮 崎 方 式 Ｉ Ｃ Ｍ 技 術 の 拡 充 や 、 温 室 効 果 ガ ス 削 減 技 術 等 の 普 及 に 向 け た 実
証 を 行 う と と も に 、 有 機 農 業 の 産 地 育 成 を 推 進 す る 。

○ み や ざ き 有 機 農 業 拡 大 加 速 化 事 業 （ 8 8 ㌻ ） ２ ８ ， １ ９ ２ 千 円 【 環 境 保 全 担 当 】
有 機 農 業 技 術 の 普 及 や 有 機 J A S 認 証 面 積 の 拡 大 を 支 援 し 、 有 機 産 地 づ く り を 進 め る と と

も に 、 有 機 農 産 物 の 販 路 拡 大 に 向 け た 取 組 等 を 推 進 す る こ と に よ り 、 有 機 農 業 の 拡 大 を 加
速 化 す る 。

③ 農 業 経 営 支 援 対 策 の 強 化

○ み や ざ き の 農 を 支 え る ひ な た 資 金 融 通 事 業 （ 9 0 ㌻ ） ２ ２ ， ７ ６ ９ 千 円 【 農 業 金 融 担 当 】
安 定 し た 経 営 体 の 育 成 ・ 強 化 と 農 業 の 成 長 産 業 化 を 目 指 す た め 、 農 業 近 代 化 資 金 に よ る

重 点 的 な 支 援 を 行 う と と も に 、 危 機 事 象 対 策 や 農 業 経 営 の 負 担 軽 減 支 援 策 を 引 き 続 き 推 進
す る 。

④ 危 機 事 象 に 強 い 産 地 づ く り の 推 進

○ 活 動 火 山 周 辺 地 域 防 災 営 農 対 策 事 業 （ 9 2 ㌻ ） ６ ４ ， ４ ３ ２ 千 円 【 環 境 保 全 担 当 】
桜 島 の 降 灰 に よ る 農 作 物 の 収 量 ・ 品 質 の 低 下 が 問 題 と な っ て い る た め 、 被 害 を 防 止 ・ 軽

減 す る 降 灰 被 害 防 止 施 設 ・ 機 械 等 の 整 備 を 行 い 、 農 家 経 営 の 安 定 を 図 る 。

農 業 普 及 技 術 課
直 通 電 話 番 号 ０ ９ ８ ５ － ２ ６ － ７ １ ３ ３
Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０ ９ ８ ５ － ２ ６ － ７ ３ ２ ５
Ｅ － m a i l n o g y o f u k y u g i j u t s u @ p r e f . m i y a z a k i . l g . j p
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Ｇ７宮崎農業大臣会合で採択された｢宮崎アクション｣の実現に向け、農業生産のイノベーションにより産
地を維持拡大し、持続可能な農業の基盤を築くため、ピーマン自動収穫技術に対応した栽培体系を確立する。

事業の目的

⑴ 事業内容
○ 自動収穫技術導入実証事業

総合農業試験場や協力農家のほ場において、自動収穫ロボット
を試験運用することにより、自動収穫技術導入の課題等を整理し、
官民で組織するコンソーシアムで共有・検証することで自動収穫
に最適化された栽培体系を確立

⑵ 事業の仕組み

○県、県 コンソーシアム

(農業者、農業団体、収穫ロボット開発企業、農業関連企業 等)

⑶ 成果指標
自動収穫に最適化された栽培体系の確立
自動収穫ロボット導入農家 現状（令和５年度）０件 → 令和７年度 15件

事業の概要

令和６年度～令和７年度事業の期間

農業普及技術課 ２３，９９７千円
【財源：国庫、宮崎再生基金】

ピーマン自動収穫ロボット

委託

自動収穫技術導入実証
コンソーシアム

農業関連
企業

農業団体

収穫ﾛﾎﾞｯﾄ
開発企業

県
(総合農試)

農業者

Ｇ７宮崎発ピーマン自動収穫技術活用事業新
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自動収穫ロボットのアーム

自動収穫に適した｢仕立て方｣の検討

ロボットが収穫しやすいよう奥行きの
少ない仕立て方｢垣根仕立て｣等の検討

ピーマン自動収穫技術に適した栽培体系の確立に向け、官民からなるコンソーシアムで取組
を推進

自動収穫に適した｢管理方法｣の検討

管理方法等の異なる複数のハウスにおいて検討

慣行の仕立て 垣根仕立て

収穫
困難

・枝や葉の混み具合が与える影響
・何日おきの収穫が適切か
・ロボット設置に適したハウスの構造 等

枝の近くや葉に
隠れたピーマン
の収穫は困難

Ｇ７宮崎発ピーマン自動収穫技術活用事業【別紙】 新
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燃料、生産資材の価格高騰などにより、農業経営は大きな打撃を受け、今後の経営発展への影響が懸念さ
れることから、新規就農者のいち早い経営安定や中小規模層の営農継続・発展、法人化等による経営規模の
拡大を後押しし、産地力の強化による農業産出額の増加を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 産地の担い手経営支援事業（補助率１／２以内）
データに基づく経営実態の把握及び個別農業経営体への経営支援や産地課題解決への取組等

に対する支援

② 支援センター運営・法人等経営強化事業（負担率１／２以内）
支援センターの運営やデータに基づく農業生産法人等への経営支援に対する支援

③ 経営指導人材活躍事業
農業経営指導士や普及指導員による経営支援

⑵ 事業の仕組み

①県 宮崎県農業経営体支援センター ②県 宮崎県農業経営体支援センター ③県

⑶ 成果指標
経営安全率２５％以上の農家割合 現状（令和３年）７５％ → 令和５年 ７５％

事業の概要

令和５年度～令和７年度事業の期間

補助

農業普及技術課 ２８，７２４千円
【財源：国庫、一般財源】

負担金

データ分析で磨く農業経営力強化事業
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②支援センター運営・法人等経営強化事業

①産地の担い手経営支援事業

③経営指導人材活躍事業

・データに基づく経営実態の把握及び個別農業経営体への経営支援
新規就農者向け経営コンサル、経営健康診断書の作成、配布による指導

・産地課題解決への取り組み支援
産地ビジョンの作成・実現

・農業経営指導士や普及指導員による経営支援

・支援センターの運営
・データに基づく農業生産法人等への経営支援

法人志向農家・法人向け経営コンサル、経営発展段階
に応じた体系的な研修、指導力向上研修

・様々な角度からの経営分析調査と課題抽出
生産資材価格高騰の影響分析
抽出した課題に基づく改善指導
追跡調査による改善方法の横展開

<拡充>

データ分析で磨く農業経営力強化事業【別紙】
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令
和
６
年
度
新
規
・
重
点
事
業
説
明
資
料

（
農
政
水
産
部
）

新
規
・
改
善
・
既
定

事
業
名

み
や
ざ
き
農
業
Ｄ
Ｘ
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
事
業

課
名

農
業
普
及

国
庫
・
県
単

技
術
課

１
事
業
の
目
的
・
背
景

県
内
産
業
に
お
い
て
、
生
産
性
向
上
を
実
現
す
る
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
シ
フ
ト
が
求
め
ら
れ
る

中
、
農
業
分
野
に
お
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
、
ス
マ
ー
ト
農
業
技
術
の
普
及
推
進
を
行
い
、
県
内
で

も
そ
の
活
用
が
始
ま
っ
て
い
る
。

今
後
、
ス
マ
ー
ト
農
業
技
術
の
更
な
る
普
及
・
定
着
に
向
け
、
デ
ジ
タ
ル
デ
ー
タ
を
効
果
的
に

活
用
す
る
た
め
、
農
業
者
の
支
援
を
行
う
指
導
人
材
の
育
成
や
デ
ー
タ
の
活
用
、
民
間
企
業
等
と

連
携
し
た
技
術
実
証
を
行
う
。

２
事
業
の
概
要

（
１
）
予

算
額

７
，
７
４
２
千
円

（
２
）
財

源
国
庫
：
３
，
８
７
１
千
円

一
般
財
源
：
３
，
８
７
１
千
円

（
３
）
事
業
期
間

令
和
４
年
度
～
令
和
６
年
度

（
４
）
事
業
主
体

県

（
５
）
事
業
内
容

①
専
門
サ
ポ
ー
ト
体
制
構
築
事
業

１
，
８
４
２
千
円

デ
ジ
タ
ル
技
術
等
の
活
用
に
向
け
、
指
導
人
材
に
対
す
る
研
修
等
を
通
し
た
人
材
育
成
を

実
施

②
デ
ー
タ
分
析
体
制
構
築
事
業

５
０
０
千
円

施
設
園
芸
等
に
お
け
る
デ
ー
タ
活
用
の
た
め
の
分
析
ツ
ー
ル
の
推
進

③
民
間
連
携
強
化
事
業

５
，
４
０
０
千
円

民
間
企
業
等
と
連
携
し
な
が
ら
、
デ
ー
タ
や
ロ
ボ
ッ
ト
等
を
活
用
し
た
新
た
な
栽
培
方
式

の
検
証
等
に
よ
り
、
県
内
の
モ
デ
ル
事
例
を
創
出

３
事
業
効
果

《
ス
マ
ー
ト
農
業
導
入
戸
数
の
増
加

耕
種

令
和
元
年
度

428
戸

→
令
和
７
年
度

1,1
20戸

》

農
業
現
場
に
お
け
る
ス
マ
ー
ト
農
業
技
術
の
普
及
・
高
度
化
に
よ
り
、
生
産
性
の
向
上
が
図
ら

れ
る
。
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令
和
６
年
度
新
規
・
重
点
事
業
説
明
資
料

（
農
政
水
産
部
）

（
み
や
ざ
き
農
水
産
業
グ
リ
ー
ン
化
推
進
事
業
）

新
規
・
改
善
・
既
定

事
業
名

持
続
可
能
な
み
や
ざ
き
グ
リ
ー
ン
農
業
構
築
事
業

課
名

農
業
普
及

国
庫
・
県
単

技
術
課

１
事
業
の
目
的
・
背
景

環
境
に
や
さ
し
い
持
続
可
能
な
農
業
を
構
築
す
る
た
め
、
減
化
学
肥
料
・
減
化
学
農
薬
及
び

高
品
質
・
高
収
益
に
繋
が
る
宮
崎
方
式
Ｉ
Ｃ
Ｍ
技
術
を
拡
充
す
る
と
と
も
に
、
温
室
効
果
ガ
ス
削

減
技
術
等
の
普
及
に
向
け
た
実
証
や
、
農
薬
の
効
果
的
で
適
正
な
使
用
を
推
進
す
る
。

ま
た
、
県
の
有
機
農
業
推
進
方
針
に
基
づ
き
、
有
機
農
業
へ
の
取
組
を
支
援
し
、
技
術
指
導
者

の
育
成
な
ど
有
機
農
業
拡
大
に
向
け
た
推
進
体
制
を
整
備
す
る
。

２
事
業
の
概
要

（
１
）
予

算
額

６
６
，
４
０
４
千
円

（
２
）
財

源
国
庫
：
５
７
，
７
４
８
千
円

そ
の
他
特
定
：
８
，
６
５
６
千
円

（
３
）
事
業
期
間

令
和
４
年
度
～
令
和
６
年
度

（
４
）
事
業
主
体

市
町
村
、
協
議
会
、
植
物
防
疫
協
会
、

冷
凍
野
菜
加
工
事
業
者
連
携
推
進
協
議
会
等
、
県

（
５
）
事
業
内
容

①
み
や
ざ
き
グ
リ
ー
ン
農
業
技
術
実
証
事
業

１
１
，
９
９
１
千
円

環
境
に
や
さ
し
い
農
業
の
展
開
に
向
け
、
宮
崎
方
式
Ｉ
Ｃ
Ｍ
指
標
の
拡
充
並
び
に
減
化
学

肥
料
・
減
化
学
農
薬
、
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
等
の
技
術
実
証
の
支
援

②
み
や
ざ
き
グ
リ
ー
ン
農
業
技
術
現
場
実
装
加
速
化
事
業

１
７
，
９
５
０
千
円

環
境
に
や
さ
し
い
農
業
の
実
践
に
向
け
、
宮
崎
方
式
Ｉ
Ｃ
Ｍ
技
術
や
温
室
効
果
ガ
ス
削
減

技
術
の
指
導
体
制
の
整
備
、
農
薬
の
効
果
的
で
適
正
な
使
用
に
向
け
た
取
組
の
支
援

③
み
や
ざ
き
グ
リ
ー
ン
農
業
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
支
援
事
業

３
６
，
４
６
３
千
円

有
機
農
業
の
取
組
拡
大
に
向
け
、
有
機
農
業
を
推
進
す
る
市
町
村
の
取
組
の
支
援
及
び
技

術
指
導
者
の
育
成
、
推
進
体
制
の
整
備

３
事
業
効
果

《
有
機
J
AS認

証
面
積

令
和
元
年

335
ha

→
令
和
７
年

523h
a

（
う
ち
茶
174

h
a）

》

減
化
学
肥
料
・
減
化
学
農
薬
や
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
等
の
技
術
の
普
及
や
有
機
農
業
の
取
組
拡

大
に
よ
り
、
環
境
に
や
さ
し
い
農
業
が
展
開
し
、
安
心
・
安
全
な
農
業
・
農
村
の
実
現
に
繋
が

る
。
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県協議会と地域協議会が連携して、農業者への適正処理の啓発推進や地域排出処理体制支援に引き続き取
り組むとともに、無許可業者の利用防止の啓発や、被覆肥料のプラスチック殻の海洋等への流出防止等の新
たな課題に取り組む事で、農業分野における環境保全・資源循環の強化を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 農業用廃プラ適正処理体制整備事業（補助率定額）
・県協議会運営体制支援
・地域協議会活動支援
・プラスチック殻等流出防止支援

② 推進事務費
県の推進事務費

⑵ 事業の仕組み

①県 宮崎県農業用廃プラスチック適正処理対策推進協議会 ②県

⑶ 成果指標
協議会における農業用廃プラスチックの適正処理量の維持
処理量 現状（令和３年）３，５０６ｔ → 令和７年 ３，５００ｔ
リサイクル率 現状（令和３年） １００％ → 令和７年 １００％

事業の概要

令和５年度～令和７年度事業の期間

農業普及技術課 ８，０７０千円
【財源：一般財源、産業廃棄物税基金】

補助

農業用廃プラスチック適正処理推進事業
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農業者の廃プラスチック適正処理に対する意識を醸成し
農業分野における環境保全・資源循環の強化を図る

① 農業用廃プラ適正処理体制整備事業
・県協議会運営体制支援

農業用廃プラスチック処理に向けた県協議会の運営
チラシ配布や研修会を通じた適正処理・リサイクル・無許可業者利用防止の啓発

・地域協議会活動支援
地域協議会の運営支援
リサイクルパートナー制度によるリサイクル処理の促進
集積所整備による地域適正処理体制の整備

・プラスチック殻等流出防止支援
チラシや研修会による農家への意識の啓発
プラスチック殻流出防止対策実証ほの設置

実態把握 対策検討 実証ほ設置

農業用廃プラの不法投棄

被覆肥料の
プラスチック殻

農業用廃プラスチック適正処理推進事業【別紙】
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有機農業技術の普及や有機JAS認証面積の拡大を支援し、有機産地づくりを進めるとともに、有機農産物
の販路拡大に向けた取組等を推進することにより、有機農業の拡大を加速化する。

事業の目的

みやざき有機農業拡大加速化事業

農業普及技術課 ２８，１９２千円
【財源：日本一挑戦基金、その他】

⑴ 事業内容
① 有機農業技術の普及（補助率定額）

栽培技術研修会の開催や先進農家による現地指導等を支援

② 有機JAS認証拡大・有機産地づくり対策（補助率定額、１／２以内）
有機転換期間中の掛かり増し経費や有機JAS認証の維持経費、有機農業の面積拡大に向けた苗供給

体制等を支援

③ 有機農産物の販路拡大に向けた取組（補助率１／２以内）
小分け業者等への有機JAS認証取得支援や実需ニーズ調査・マッチング商談の実施

④ 有機農業推進体制の強化（補助率定額）
県有機農業連絡協議会に専任事務局員を設置

⑵ 事業の仕組み

①④県 協議会 ②県 市町村・協議会 ③県 市町村、県 民間企業

⑶ 成果指標
有機JAS認証面積 現状（令和３年度）389ha → 令和７年度 523ha

事業の概要

令和５年度～令和７年度事業の期間

委託補助補助補助
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みやざき有機農業拡大加速化事業

○ G7宮崎農業大臣会合(R5.4)
持続可能な農業・食料システムの達成の
ため、実践的な措置として「有機農業」
を促進・実施する声明

市町村等と一体と

なって取組を推進

①有機農業技術の普及

先進農家に
よる現地指導

②有機JAS認証拡大・産地づくり

有機苗供給
体制整備

有機転換中の
経営支援

③販路拡大支援 ④推進体制の強化

県有機農業連絡協議会に
専任事務局員を設置

県内外の実需
ニーズ調査

産
地
づ
く
り
・
販
路
拡
大
等
に
よ
る
有
機
農
業
の
拡
大

有機JAS認証
面積の拡大

栽培技術研修
の開催

マッチング
商談の支援

【別紙】
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農業情勢の変化等に伴う様々な経営状況に応じて必要となる資金の金利負担軽減を図ることにより、地域
の農業を担う安定した経営体の育成を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 農業近代化資金

機械の導入など規模拡大を図るための資金

② 農業経営負担軽減支援資金
低利資金への借換により経営の立て直しを図るための資金

③ 災害資金、経済変動・伝染病等対策資金
災害などで経営が悪化した場合の経営安定を図るための資金

⑵ 事業の仕組み

①②県 融資機関 ③県 市町村 融資機関

⑶ 成果指標
農業近代化資金の融資枠充足率 現状（令和３年度）９４％ → 令和７年度 １００％

事業の概要

令和５年度～令和７年度事業の期間

農業普及技術課 ２２，７６９千円（債務負担７５９，３５３千円）
【財源：一般財源】

補助補助 補助

みやざきの農を支えるひなた資金融通事業
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＜融資枠＞

＜新たな県特例による無利子化の対象事業＞

事業内容（利子補給率等） 融資枠

国ガイドラインに基づく利子補給

県1.30％

借入者負担を０％にする県独自の上乗せ(５年間)

県最大1.0％、市町村最大1.0％

国ガイドラインに基づく利子補給

県1.30％

県0.65％ 市町村0.65％

② 農業経営負担軽減支援資金 2億円

③

災害等による被害から経営再建を図るための県独

自資金の利子補給補助（５年間） 2億円災害資金、経済変動・伝染病等対策資金

事業区分

①

義務分 100億円

県特例
5億円

(上記内数)

農業近代化資金

○スマート農業の普及・高度化
○世界市場で稼ぐ戦略的輸出体制の整備
○中山間地域の特性を活かした所得向上
○資源循環型産地づくりとエネルギー転換の推進
○環境に優しい農業の展開
○葉たばこ緊急対策

＜肥育素牛資金を近代化資金と一体化＞

肥育素牛価格変動対策資金を農業近代
化資金と一体化することにより、国の利
子助成の活用が可能となり、農業者負担
が軽減

みやざきの農を支えるひなた資金融通事業【別紙】

91



第13次防災営農施設整備計画に基づき、令和２年から４年にかけて9地区で事業を実施し、降灰被害軽減
を支援してきたが、現在も降灰による、農作物の収量・品質の低下が問題は続いている。
第14次計画（令和5年から7年）では、対象品目に茶を加え、活発な活動を続ける桜島の降灰による農作

物の被害を防止・軽減するため、降灰被害防止施設・機械等の整備を行い、農家経営の安定を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 農村地域防災減災（補助率 国庫５０～５５％、県５～１０％以内）

降灰被害防止・軽減のための施設・機械等の整備支援
（被覆施設、野菜洗浄機、茶除灰機等）

② 推進事務費
県の推進事務費

⑵ 事業の仕組み

①県 市町村 農業者団体等 ②県

⑶ 成果指標
降灰防止施設・機械の整備による被害が軽減される面積
令和５年度～令和７年度 ６６．８ｈａ

事業の概要

令和５年度～令和７年度事業の期間

農業普及技術課 ６４，４３２千円
【財源：国庫、一般財源】

補助 補助

桜島噴火回数（2021～2022）

活動火山周辺地域防災営農対策事業
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① 農村地域防災減災
＜支援の対象＞
・地区：南那珂（日南市、串間市）、北諸県（都城市、三股町）
・品目：野菜、果樹、花き、茶

＜支援の内容＞
・被覆施設の整備・・・国５５％、県５％
・降灰除灰機の導入・・・国５０％、県１０％

降灰による農作物への被害を軽減し、農業経営の安定を図る

降灰被害 降灰除灰機による除灰作業灰が積もった被覆施設

活動火山周辺地域防災営農対策事業【別紙】

93



94


